
［事案 23-203］ 契約無効確認請求  

・平成 24年 10 月 31 日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

募集人に説明義務違反があったとして、契約を取消し、既払込保険料と解約返戻金の差

額の支払いを求めて申立てがあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 22 年７月に募集人から、税金対策と運転資金になると説明を受け、募集人を個人的

に信頼していたことから、他に詳細な説明を聞かないまま、合計８件のがん入院保険に加

入したが、平成 23年７月に解約したところ、約 850 万円の既払込保険料に対し、解約返戻

金は約 300 万円程度であり、500 万円以上の差額が発生した。このような差額が発生するこ

とは加入時に説明を受けていなかったので、契約を取消し、既払込保険料と解約返戻金の

差額を返還してほしい。 

＜保険会社の主張＞ 

 下記の理由により、申立人（法人）の請求に応じることはできない。 

(1)募集人は、本契約の募集に際し、申立人から、福利厚生、役員退職金準備及び法人税の

節税対策とのニーズを確認のうえ、当該ニーズに沿う内容の保険商品を提案している。 

(2)募集人は、保険商品の提案に際して、商品特性のほか、法人における経理処理及び解約

返戻金の推移等について、当社所定の設計書を用いて申立人に説明し、加えて、契約締

結後短期間で解約した場合のデメリットについても併せて説明している。 

(3)申立人からの解約申出以降の募集人の対応についても、特段の問題はなかった。 

＜裁定の概要＞ 

裁定審査会では、申立人が民法 95条による錯誤無効を主張しているものと解し、当事者

から提出された申立書、答弁書等の書面および申立人からの事情聴取の内容にもとづき審

理した結果、下記の理由により申立内容は認められないことから、指定（外国）生命保険

業務紛争解決機関「業務規程」第 37 条にもとづき、裁定書をもってその理由を明らかにし

て裁定手続を終了した。 

(1) 申立人は、募集人との間には個人的な信頼関係があり、かつ申立人の内部事情及びそ

のニーズを十分把握していたはずであるので、さしたる説明も受けないまま募集人の

言うがままに申込書に署名、押印したと主張し、一方の募集人は、何回も細かい説明

をしたと主張している。この点については当事者の提出した各証拠及び事情聴取の結

果を踏まえても、どちらの主張が事実に合致するかは直ちには判断できかねるが、一

般的に考えて、高額の保険料を長期間支払う契約をするに当たって、会社経営者であ

る申立人が当該契約の内容、どのように税金対策として有効であるか、そのデメリッ

トは何かを聞かずに契約をすることは通常考えられず、申立人の説明が無かったとの

主張は信用できかねるものである。 

(2) 本契約は、申立人の従業員を被保険者とするがん保険契約であり、それ自体福利厚生



費として費用算入され、契約当時の税務では、会社が黒字の場合には、当該契約によ

り利益を圧縮し、会社が解約返戻金額以上の赤字となった場合には契約を解約して返

戻金を取得しても税金の負担は無いことになり、利益を平準化するという税金対策に

なりえるものであった。また、２年経過後は解約しても税金対策として有用であるこ

とは申立人の提出した（従って、契約時に交付されたと推定される）「ご提案設計書」

の記載からも明らかであり、「税金対策として有効であると思った」という事実に錯誤

は認められない。 

(3) もっとも、申立人は１年で解約をしているので、結果においては解約返戻金が少額で

あり、単年度で考えた場合には税金対策としては機能していないことは事実である。

しかし、この点は「ご提案設計書」の表を見れば、１年経過時点の解約返戻金額が明

確に示されており、１年で解約すれば税金対策にはならず、保険料が節税効果を上回

ることは一見して明らかである。そのような明らかにわかる事実を誤信したとは考え

られず、仮に誤信したのであれば、僅かな注意を払えば容易に分かる事柄を、注意を

払わずに誤信したのであるから、錯誤をするについて重大な過失があると言わざるを

えない。 

(4) よって、申立人は民法 95条ただし書きにより、本件契約の錯誤無効を主張することは

認められない。 

【参考】 

  民法 95 条（錯誤） 

  意思表示は、法律行為の要素に錯誤があったときは、無効とする。ただし、表意者に重大な過失があった

ときは、表意者は、自らその無効を主張することができない。 

 


